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電子自治体構築の基本的な考え方

◆ 現在、各自治体は少子高齢化社会が到来する中で、「行政サービスの向上」を求められています。一方、２００７年問題に代表される

　　職員数の減少や財政課題への対応などから、行政サービス提供における人員・予算は減少することが見込まれます。

　　想定される行政サービス量の増加と人員・予算のギャップを埋めるため、新しい仕組み・道具の構築と活用が必要です。「電子自　

　　治体」はその一つの解と位置づけられます。
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• 高齢者に対するサービス
• 地域活性化に向けたサービス

① 電子市役所

サービスを実現する道具を
増やす

② 官民連携

民間を活用する

現状

サービスレベル

職員職員

道具
（ｼｽﾃﾑ）

新しい
仕組み

行政サービスにかけら
れる予算は削減

財政問題

行政職員の減少

求められる行政サービスレベル
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コスト・サービスを重視した

行政運営の実現

業務改革
の実施

業務改革
の実施

基幹システム
の最適化

基幹システム
の最適化

システム連携
基盤の整備

システム連携
基盤の整備

共同利用
アウトソーシング

共同利用
アウトソーシング

基幹情報の
統合化

基幹情報の
統合化

行政サービスの
多様化への対応

行政サービスの
多様化への対応

目標：業務コストの削減
・事務処理の廃止・集中・統合に
　よる事務効率化
・ＩＴ化による事務処理の軽減

目標：ＩＴコストの削減
・既存システムとの連携
や費用対効果を考慮し、
段階的にオープンシス
テムに移行

目標：ＩＴコストの削減
・フロントシステムと基幹業務シス
テムとの連携

・ワークフローの自動化
・共通機能の集約（共通基盤）

目標：ＩＴコストの削減
・他団体とのシステム共同開発・
利用やアウトソーシングによる
コストシェア

目標：行政サービスの向上
・データ統合によるサービス
のワンストップ化

・庁内の情報の一元化

目標：行政サービスの向上
・窓口サービス、行政手続、
問合せ・相談、施設利用等
各種サービスの電子化

◆ 次期基幹システムの検討にあたっては、最小限のコスト（業務コスト、ITコスト）で、最大限の行政サービスを提供
　　するために、以下の6つの観点から検討を進めることが必要であると考えています。
　　

次世代自治体システムの考え方
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◆ 最初のステップでは、6つの施策を総合的に進めていくためのアクションプランの検討が必要です。
　　アクションプランに基づき、データ統合、連携基盤の整備、共同利用・アウトソーシング化を行い、コスト・
　　ｻｰﾋﾞｽを重視した行政運営を実現します。

構築に向けたロードマップ

Step 1

Step 2

Step 3

最適化の範囲

業務・システムの全体最適に向けた基本計画

６つの施策を総合的に進めていくためのアクションプラン６つの施策を総合的に進めていくためのアクションプラン

業務・システムの段階的改善

業務・システムの継続的改善

共同利用・アウトソーシング

統合ＤＢ、システム連携基盤の整備

基幹システムの最適化

業務改革の実施 行政サービスの電子化
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平成19年度以降平成19年度以降平成18年度平成18年度平成17年度平成17年度

電子自治体実現に向けた移行のイメージ

基幹情報の
統合化

システム連携
基盤の整備

行政ｻｰﾋﾞｽの多様化への対応

汎用機からサーバへのオープン化
（段階的実施）

業務改革の実施

IDCの利用によるアウトソーシング
推進

Webサービス化の推進

平成16年度平成16年度

【参考１】 【参考２】

【参考３】

【参考４】
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【統合ＤＢ】
全システムが
共有する範囲

【統合ＤＢ】
全システムが
共有する範囲

Ａシステム

Ｂシステム
Ｃシステム

Ｄシステム
システム境界システム境界

システムＡだけが
維持管理するＤＢ群

システムＡだけが
維持管理するＤＢ群

システムＡが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＡが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＢが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＢが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＢだけが
維持管理するＤＢ群

システムＢだけが
維持管理するＤＢ群

システムＣが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＣが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＣだけが
維持管理するＤＢ群

システムＣだけが
維持管理するＤＢ群

システムＤが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＤが維持管
理するが、他システ
ムからも参照利用さ
れるＤＢ群

システムＤだけが
維持管理するＤＢ群

システムＤだけが
維持管理するＤＢ群

・複数混在しているインターフェースを
　統合してスリム化

・各業務システムで相互参照する情報
　を正規化、一元化

・可能な限りリアルタイムでの情報更新
　を実現

・耐障害性、信頼性の向上

・ノンストップ運用による、業務システム
　利便性の向上

参考１　基幹情報の統合化

DB統合に向けての考え方
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参考２　システム連携基盤の整備

標準インターフェース層

S Eワークフロー実行基盤
統合のためのビジネスプロセス

共通サービス
コンポーネント層

基盤サービス
コンポーネント層

文書管理
制御

ﾜｰｸﾌﾛｰ
制御

電子決裁
制御

認証
制御

署名
制御

ｱｸｾｽ
ｺﾝﾄﾛｰﾙ
制御

他システム
連携
制御

・・・

原本保証 時刻証明
ＧＰＫＩ

電子署名 ＭＰＮ ＳＳＯ 認証検証
ＬＧＰＫＩ

フロントシステム

電子申請 電子申告

電子・・・順次拡充

バックシステム（基幹業務）

財務会計 税務

・・・順次拡充

システム連携基盤

◆基幹システムで共通な機能を連携基盤として整備。個別実装部分を少なくすることにより、システム開発コストの削減を

　　実現するとともに、システム間の連携を柔軟に行えるようにします。

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｼﾞｯｸ層

アダプタ層
（共通ＡＰＩ群）共通ＡＰＩ群
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参考３　Webサービス技術によるシステム連携基盤の整備

システム連携基盤 セキュアな
ネットワーク

Ａ県Ａ市Ａ県Ａ市

庁内ＬＡＮ

インターネット

住民・企業

電
子
申
請

Ａ県ｉＤＣＡ県ｉＤＣ

施
設
予
約

電
子
申
請

Ｂ市Ｂ市
（電
子
申
告
）

リモートメンテリモートメンテ

Ｗｅｂサービス
管理

Ｗｅｂサービス
管理

Ｗｅｂサービス
統合

Ｗｅｂサービス
統合

Ｗｅｂサービス
検索

Ｗｅｂサービス
検索

システム連携基盤

住民ポータル 職員ポータル

電子申請

電子申告

業　務業　務

税　務

財務会計

：

Ｗｅｂサービス連携Ｗｅｂサービス連携

Webサービス
技術

（ＳＯＡＰ等)

Webサービス
技術

（ＳＯＡＰ等)

システム連携基盤

Webサービス
技術

（ＳＯＡＰ等)
Webサービス
技術

（ＳＯＡＰ等)

民間企業民間企業

システム連携基盤

民
間
サ
ー
ビ
ス

Ｗｅｂサービス連携Ｗｅｂサービス連携

Webサービス技術
(http, https)

■「Ａ県Ａ市」の事例　
　電子申請ｼｽﾃﾑは、Ａ県ｉＤＣの
サービスを利用。
また、電子申告ｼｽﾃﾑは逆に、
Ｂ市から利用されている。

■「Ａ県Ａ市」の事例　
　電子申請ｼｽﾃﾑは、Ａ県ｉＤＣの
サービスを利用。
また、電子申告ｼｽﾃﾑは逆に、
Ｂ市から利用されている。

ASPｻｰﾋﾞｽ等を利用

次世代地域情報
ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ技術

統合ＤＢ統合ＤＢ

ｾｷｭﾘﾃｨ

（認証、監視）

ｾｷｭﾘﾃｨ

（認証、監視）

施設予約

ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ

Webサービス
技術

（ＳＯＡＰ等)

Ｗｅｂサービス連携Ｗｅｂサービス連携

民間ポータル
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参考４　共同利用アウトソーシング

共同利用センター

A市庁舎 B市庁舎

ファシリティ

建屋・電源・ｾｷｭﾘﾃｨ等

汎用機

汎用機・ﾌﾟﾘﾝﾀ等周辺機器・
各種ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ等

業務アプリ

基幹業務、内部事務等

ファシリティ

建屋・電源・ｾｷｭﾘﾃｨ等

汎用機

汎用機・ﾌﾟﾘﾝﾀ等
周辺機器・各種ﾐ

ﾄﾞﾙｳｪｱ等

業務アプリ

基幹業務、内部
事務等

ネットワーク・共通機器

庁内LAN、専用線、PC等

ネットワーク・共通機器

庁内LAN、専用線、PC等

サーバ

サーバ・ﾌﾟﾘﾝﾀ等
周辺機器・各種ﾐ

ﾄﾞﾙｳｪｱ等

業務アプリ

基幹業務、内部
事務等

・・・

ファシリティ・ネットワーク

機器等

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

A市庁舎

業務アプリ
固有部分

ネットワーク・
共通機器

B市庁舎

業務アプリ
固有部分

ネットワーク・
共通機器

ｻｰﾊﾞ等
(一部のみ)

◆現状の各システムは、庁舎などのファシリティの上で、それぞれ運用を行っております。「ファシリティ」や「機器等」「業務

　　アプリ」「オペレーション」を、「共同利用センター」として構築し共有化することで、システム関連費用の抑止が図れます。

・機器・オ
ペレーショ
ンを含め共
同利用可能
な範囲を共
有

・共通の運
用基盤とし
て共同利用
センターの
構築

オペレーション

監視・実行指示等

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

監視・実行指示
等

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

監視・実行指示
等

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

業務アプリ

帳票デリバリ
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スケジュール（案）

平成１７年度

異機種コンピュータの
連携実証

（ｾｷｭﾘﾃｨ、到達保証等）
　　　　　　　　　　　　　

平成１８年度 平成１９年度

業務間連携のための
標準化実証

（プロセス、データ等）

次世代地域情報化プラットホ
ームに対応した製品ご提供

平成２０年度

地域民間企業
（電力会社等）との

連携実証

・各種業務モデルのＷｅｂ
　サービス定義

・バッチ処理、帳票印刷　
　サービスの実装

・セキュリティ、到達保証
　等付加サービスの研究
　開発

・セキュリティ、到達保証
　等付加サービスの実装

・住民向け、職員向けの　
　サービス連携の実証

・運用機能の実装・実証

・民間サービスを含むワ　
　ンストップサービスの実
　装・実証（引越等）

・公共サービス、民間サ
ービスの意味検索、連携
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